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［内外の教育政策研 究動 向 2013］

外国研究者に よ る 日本の教育政策研究

　　　 政策史か ら政策論へ

荒井　英治郎

　本稿 は 、 外国に お け る教育政策研究動 向 を概観する もの で あ る。 今回は新た

な試み と して 、 外国を対象 と した研究動 向で は な く、 外国研究者に よる 日本の

教育政 策研究 を対 象とす る 。

1． 高等教育政策 と政策類型

　　　　　　　　　 図表 1 高等教育に お ける政策形成

陣営対立 モ デル 圧 力団体モ デル 漸増主義モ デル

影響範囲 広範か つ 特定的 限定的か つ 特定的 限定的 または拡散的
問
題

分割可能性 低 中 高

感情触発 性 高 中 低

法制 的要件 憲法一法律 レ ベ ル 法律一行政 レ ベ ル 行政レ ベ ル

構
造

権力資源 多数の 強力な組

織的参加者

少数の 参加者 （組織化

されて い るの が普通）

あ っ て も非組織 的

関係ア ク タ
ー 多 少 ほ とんど無 し

過
程

対立 陣営によ る 流動的 。 集団対集団

あるい は政府機 関

非組織的な利害

対
一

政府機関

闘争の 強度 高 中 低

政策決定 機関 国会 、 内閣 、 官僚 中央政府 、 時 と して

公共 ・民間機関

官僚組織

　　　 　　　 　　 ※ Pempel （1978 ： 26＝2004 ： 41） を参照に作成

　第 1 は 、 機能的 ・内在的要因 （変数） と構造的要因 （変数）の 組 み合 わせ か

ら 、 高等教育の 政策形 成 の 類型 化 を試み た ペ ン ペ ル （TJPempel ）の 研 究で あ

る （Pempel1978＝ 2004）
〔1）

。
ペ ン ペ ル は 、 1960年代の 政策 形成 の パ タ

ー ン は、

  問題 が有 する機能的
・
内在的要因と 、   問題 を取 り巻 く構造的要因 （社会の

政治体制、 法制度、 経済水準 、 社会構造 、 文化 的背景な ど）の 組み合わせ に よ

っ て決 定づ け られ る と捉 えた 上 で 、 政策 形成 の パ タ
ー

ン を 「陣営対立 」（camp
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conflict ）、 「漸増主 義」（incrementalism）、 「圧 力団体」（pressure　group）の 3 つ

の モ デル に分類 し、 日本の 高等教育政策の 分析 を行 っ た （図表 1）。

　ペ ンペ ル が 問題 に 内在す る機能 的要 因 （変 数） と して 挙 げて い るの が 、   影

響範囲 （どの 程 度 国民 を政 策 過程 に 巻 き込 み 、 影響 を与 え る こ と に な るか ）、

  分割可能性 （どの 程度 問題 を分 割 す る こ と が で き 、 政治 的 妥協 が 可能か ）、

  感情触発性 （どの 程度問題 が国民 の 感情 ・関心 を高揚 し得 るか ）で ある 。 ま

た 問題 を取 り巻 く構造的要因 （変数） と して 挙 げて い るの が 、   法制的要件

（憲法、 法律、 政令 ・省令 、 通達 な ど 、 い か なる レ ベ ル の 政策的手続が 必要 と

な るか ）、   権力資源 （個別 の ア ク タ ー が どの 程度 の 政 治的動員力 ・影響力や

権力資源 を有 して い るか ）で ある 。

　第 1 の 陣営対立 モ デル は 、 厂問題」が 原理 ・原則 に か か わ り、 そ の 答 えが

Yes　or 　Noを要求 され る とい う点 で 分割 困難で 、 国民 生活 へ の 影響範囲 も広範、

高度に イデオ ロ ギ ー的 な性格 を有 し、 人 々 の 感情 を大 き く触発す る もの で あ る 。

ま た、憲法改正又 は法律の 制定 ・改正 が 必要 とな るた め 、 多数 の 強力な組織的

集団 に大き な影響 を及 ぼす こ とに な る 。 事例 と して 、 大学の 管理運営が検討 さ

れ て い る 。 第 2 の 漸増主義モ デル は 、 「問題」 は政策決定の 目的に応 じて 細分

化 され る可能性があ るとい う点で 、 分割可能かつ 極め て 分節化 されて お り、 影

響範囲は 限定的、 人 々 の 感情 をそれほ ど触発 しな い もの で ある 。 そ こ で は、 行

政裁量の 範疇で 政策決定が行われ 、 審議会の 答申や行 政通達等に よ っ て 政策実

施 されて い くこ とが多い
。 入学定員の 拡大 を好例 とする行政指導 が事例 と して

挙げられ て い る
（2）

。 第 3 の 圧 力団体 モ デ ル は 、 陣営対立 型 と漸増主義型 の 中

間 に位置つ くもの で ある 。 陣営対立 モ デル と比較 した場合、 問題 の 分割可能性

は高 く、 感 情触発性 は低 い 。

一
方 、 漸増主 義モ デ ル に比 して 、 問題 の 分割可能

性 は低 く、 感情触発性は高い 。 例 と して 、高等教育の 多様 化 （種別 化） と専門

化が挙げ られて い る
〔3 〕

。

　 こ うして 、 政策形成 の パ タ ー ン を論 じたペ ンペ ル の研究 は 、 政策類型論の 発

展 に寄与する もの とな っ た 。

2． 中等教育政策 と改革帰結

　教育改革の 成 否 を左右す る要 因 をア ク タ ー問の 対立 ・紛争の 性 質に 基づ い て

分析 した の が 、 シ ョ ッ パ （L ．J．Schoppa）の 研究で あ る （Schoppa1991＝ 2005）（4 ）
。

シ ョ ッ パ は、 70−80年代 の 中等 教育 を対 象に 、 政策 をめ ぐる対立 ・紛争の 程度
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と政策過程 に 関与 ・ 登場す るア ク タ ーの 性格 に応 じた政策過程 のパ タ ー ン を析

出 して い る （図表 2 ）。

　　　　　　　　　　図表 2　中等教育に お け る政策過程

タ イプ 1 タイ プ 2a タ イプ 2b タ イプ 3
●紛争可能性の ●外部勢力 を巻 き ●外部勢力 を巻 き ● 保守陣営の 諸ア

低い 政策課題 込む紛争可能性の 込む紛争可能性の ク タ ーを巻 き込み 、

高い 政策課題 高い 政策課題 紛争可能性の 高い

類 政策課題
型 ・漸増主義的変化 ・陣営対立 ・野党に よる

一
部 ・紛争回避

・合意形成模索型 ・政府 に よる強行 保守派の 説得工作 ・僅か な変化

の 政 策決定を含ん 解決 の 成功を伴 う陣営

だ圧力団体多元主 対立

義

・70年代 の 拡大計 ・70年代の 主任制
・エ リ

ー
ト教育改 ・先導的試行の 提

画 ・中曽根政権下の 革 案
事
例

・中曽根政権下の 初任者研修 ・教基法改正 ・六年制中等学校

国際化プ ロ グ ラ ム ・
道徳教育の 充実 ・70年代の 試補制 ・

教育の 自由化

度提案 ・幼保
一

元化

※Schoppa（1991 ： 259＝ 2005 ： 167）を参照に作成

　 シ ョ ッ パ は ペ ンペ ル ・キ ャ ンベ ル モ デル を修正 し、 次の よ うな仮説 を構築 し

た 。 第 1 に 、紛 争可能性の 低い 政 策課題 （高い 分割可能性 、 広い 影 響範囲 、 低

い 感情触発性 の 組み 合 わせ ）は 、漸増主義型 か 圧 力 団体型の 政策決定 と なる傾

向を有 す る こ と （タ イプ 1）、 第 2 に 、外 部勢力 を巻 き込 む紛争可能性の 高い

政策課題 は 、 陣営対立型 （タイ プ 2a）、 政府 に よる強行解決 （タ イ プ 2a）、 野

党 に よ る保守陣営 の
一

部離脱 の 成功 （タ イ プ 2b）の い ずれ か の 傾 向 を有 す る

こ と 、 第 3 に 、 保守陣営の ア ク タ ー を巻 き込 む紛争可能 性 の 高 い 政策 課題 は、

紛争回避 あるい は僅少 な変化 とい う結果 とな る傾向を有す る とい うもの で あ る

（タ イプ 3）。 そ して 、 い ずれの 政策過程 が進行するか は保守陣営内部 の 政策合

意の 程度 に 依存す る こ と 、 政 策形成過程 で は保守陣営内部の 合意が 必要と な る

一
方で 非保 守勢力 の 是認 は不要で あ る こ と 、 野党勢力は保守陣営内部 の 合意 を

崩壊 させ る間接的役割 を果た し得 る こ と を指摘 し、 次の よ うな結論 を導 き出 し

た 。 すなわ ち、 日本の 教育政策 は 、 自民党 の単独長期政権下 に お い て 現状維持

を志向 し た文 教族 と文 部省 に よ っ て 閉 じ られた政 策形成 ・決定が行われ 、 「教

育下位政府」（subgovernment ）が形 成 されて きた の に対 し て 、 政策過程か ら排
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除された利益 団体 （日教組な ど）が 自己の 政策要求を反映する た め に は野党 を

活用 した政策展 開に期待す る しか な く、 「教育改革」 は 先延 ば し に されて きた

とい うもの で ある 。

　こ うして 、政策過程 に おけ るア ク タ ー分析 を作 っ た シ ョ ッ パ の 研究 は 、 政策

過程 の 構造的特質か ら教育改革の 成否 を論ず る視座 を提起 した 。

3． 教育政策の 日米比較

　伝統的な教育政治 と構造改革型の 教育政治の 比較 を通 じて 、 現代教育政策の

諸相 を分析 し たの が 、
ニ ッ タ （KANitta ）の 研究で あ る （図表 3）（5 ）

。
ニ ッ タ

は、 約150人 を対象 と し た イ ン タ ビ ュ
ー 調査で 得 られ た 知見 を活用 しな が ら90

年代以降の 日米の 教育改革 の 分析 を行 っ た 。

　周知の 通 り、 日本 とア メ リカ の 教育 シ ス テ ム の 基 本構造は 、 前者 は集権 型 、

後者 は分権型 と理解 される こ とが 多い が 、 教育版 「鉄の 三 角形」 と も称 され る

教育専門家集団 （エ リ
ー

ト教育官僚 、 文教族 、 業界団体）に よっ て 政策過程 と

政策内容が方向付け られて きた点 は 、 両 国共 通の 現 象で あっ た 。

　ニ ッ タ に よれ ば 、 伝 統的 な教育 政治 は、主 に カ リキ ュ ラ ム と指導方法を改革

　　　　　　 図表 3　伝統的な教育政治 と構造改革型 の 教育政治

伝統的な教育政治 構造改革型の 教育政治

主要 な参

加者

予測可能 ：教育専門家 予測不可能 ：大統領、知事、非教育官僚＋教育

　専門家

支配連合

教育政策共同体 ：

・全米、州、学区の 教

育官僚
・教育に特化 した議員

・
教職員組合

・経済団体

穏健な構造改革支持者 ：

・国会議員 ： 大統領 と首相

・高級官僚 ： ホ ワ イ トハ ウス 、内閣 、 省庁

・経済団体 ： 経団連、 ビ ジ ネス ラ ウ ン ドテ
ーブル

・州 レ ベ ル の 団体 ：全 国知事会

支配的な

政策課題

・カ リキ ュ ラ ム

・教授方法

・資源

・“

ル ース タ イ ト
”

な権限の再配分

・イ ンプ ッ ト／資源で は な く、ア ウ トプ ッ ト／成

果に焦点化

政 治的分

裂

・政党

・分野別の 課題

・ロ ーカル vs エ リ
ー ト

・タ イ ミ ング に応 じて シ フ ト

政策過程

政策結果

・
予測可能、現状維持

・漸進的変化

・分割 され た政策

・混沌 、 場当た り

・変化の 波

・流行の 改革 を広範囲に採用

※ Nitta （2008：3） を参照に筆者作成
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対象に据 えて きたが 、 構造改革型の教育政治 は 、 権限 とガバ ナ ン ス に焦点を当

て て い る とい う。 また 、
ニ ッ タは ジ ョ ン ・キ ン グ ダ ン の 分析枠組 （問題 、 政策 、

政治の 流れ の合流）を援用 した上 で 、 80年代 は 、 問題 の流れ （国際競争力は教

育改革の 成否 に依 存す る と い う認識 の 共有） と政策の 流れ （NPM は安上 が り

な が ら も改善 を約束す る とい う認 識の 共有 と 、 リス トラ ク チ ャ リン グ に 対す る

一
時的流行）は合流 した が、 政治 の 流れ が合流 しなか っ たの に対 して 、 90年代

以降は 、 政策環境の 変化に伴い 政治の 流れ も合流 し た こ とで （文部省関係者 は

「穏健」な構造改革を支持 した ）、 構造改革が実現 し た と指摘 して い る。 具体的

に は 、 90年代以降の 教育改革を取 り巻 く政策環境 と して、   多種多様な ア ク タ

ー 間で 、 （公立 学校）教育の 失敗 は 国際経済の 競争力を脅か す とい う信念 （認

識）が共有 されつ つ あ る こ と 、   現場に革新 と実験の 自由を与 え る
一

方 で 、 目

標達成 の 責任 を求 め る とい うIoose−tight論 を中核 に 据 えるNPM を活用 し た政策

手段が、
一
般行政の み な らず教育行政 に お い て も広 範囲に 適用 され学校改善を

約束する とい う考 えが流行 しつ つ あ る こ と 、   利 益集 団 （特 に 教職員組合） を

弱体化 ・分 断させ る取 り組み が進行 しつ つ ある こ との 3 点 を挙 げて い る。 そ し

て 、 イギ リス の 教育改革をモ デ ル とす るNPM 型 の 教育改革 は、 日本の み な ら

ずラ テ ン ア メ リカ 、 ス カ ン ジナ ビ ア 、 フ ラ ン ス 、 ドイ ツ な どで も一
定程度共通

して み られるマ ク ロ トレ ン ドとな っ て い る こ と を指摘 して い る。

　事実、 ア メ リカ で は州 ・学区に対す る連邦 政府 の 統制強化が顕著な もの と な

っ て お り
 

、 日本で も官邸直属の 諸会議の 政策提 言 を背景 と した分権改革 や

規 制改革等の 影響 は無視 し得な い もの とな っ て い る
（7 ｝

。
ニ ッ タ は 、 loose−tight

の 枠組 とは裏腹 に 、 日米の 学校関係者 は tight−tightの 状況に 直面 して い る こ と

を指摘 して い るが 、 第二 次安倍政権下 の 教育改革 も、 権 限 とガ バ ナ ン ス の 改革

を行 うこ とを謳 う
一

方で 、 説 明責任 ・結果責任 を強調 し、 結果 と して 、 伝統的

な改革対象で あ っ た カ リキ ュ ラ ム や教授方法 の 改善 を教育 現場 に強 い る ロ ジ ッ

ク を採用 して い る と理 解で きよ う。 政策効果 の 検証 も不十 分 な まま、 （行政責

任 回避 の
一つ の 戦略 と して も）先進諸国 で 先行実施 されて い る政策ア イ デ ィ ァ

が相互参照 ・政策模倣 される こ とで 、 政策収斂 して い く様相が顕著 とな っ て い

る こ とは 多言を要 しまい
c8 ）

。

　以上 、外国研究者 に よ る 日本の 教育政策研究 を概観 して きた が 、 これ らの 研

究群 は 政策類型論 、 前決 定過程 論 、 政策手段論な ど公共政策論の 発展 に寄与す

る もの と して 理解で き よ う 。 翻 っ て 日本の 教育政策研究 は政策研究 の 前提 とな
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る リソ
ー

ス の 蓄積 も十 分で ない 。
エ ビデ ン ス に 基づ い た教育政策の 立 案が要請

され る今 日、 学会 を通 じて 、 その 類の 政策情報をア ー カ イ ブ して い く方法 も検

討 され て よい
｛9）

。
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　 Education
，
　Westview　Press

，
　1978．（橋本鉱市訳 『日本の 高等 教育政 策

一
決定

　 の メ カ ニ ズ ム 』玉川大学 出版部 ，
2004 年）

（2 ）二 宮祐 は、 陣営対立 モ デ ル と漸増 主義 モ デ ル は 、 相互 に排他 的な関係 で

　 は な く、対立 が存 在す るが ゆ えに政 策が 現状維持的に な る と指摘 して い る

　 （二 宮祐 「『受託研 究』 の 政 策過 程
一 産学連携前史に お け る漸増 主 義 に よる

　 慣 行の 制度化」『人文 ・自然研 究』 第 3 号 ，
2009年 ，

169頁）。

（3 ）圧 力 団体 モ デル に対 して は 、 内容 が不 明確で 、 陣営対立 モ デル と漸増 主

　 義 モ デル の 中間型 ・折 衷型 とい う以 上に 明確 な 内容 を有 しな い との 指摘 も

　 あ る （市川 昭 午 『教育 シ ス テ ム の 日本 的特 質
一

外 国人 が 見 た 日本の 教育』

　 教育開発研究所 ，
1988年

，
274− 275頁）。

（4 ）Schoppa
，
　L．　J．　Education　Reform　in　Japan，　London ： Routledge

，
1991　（小川

　 正 人 監訳 『日本 の 教育 政 策過 程
一 1970〜80年代教育改革の 政治 シ ス テ ム 』

　 三 省堂
，
2005年）関連 し て 、 Schoppa，　L ．　J．

“

Zoku 　P・wer 　and 　LDP 　Power：

　 ACase 　Study　of　the　Zoku 　Role　in　Education　Policy；
’

Journal　ef 　Japanese

　 Studies
，
17（1 ），

1991．も参照 の こ と 。

（5 ＞Nitta
，
　K．　A ．　 The　Politics　of 　Struc加 ral 　Educa　tion　Refbrm，　Routledge，

　 2008．関連 して 、拙稿 「構造改 革型 の 教育政 治 と教育特区」 『教育 と文 化』

　 第63号 ，
2011年，拙稿 「教 育政策の 動向 と課題」伊藤良高 ・中谷彪編 『教

　 育 と教師の フ ロ ン テ ィ ア』晃洋書房 ，
2013年 も参照の こ と 。

（6 ）北野秋男 ・大桃敏行 ・吉 良直編 「ア メ リカ 教育改革の 最前線 ：頂 点 へ の

　 競争』学術出版会 ，
2012年

（7 ）好例 と して 小泉政権下 に お け る教育特 区が 挙げ られ よ う。拙稿 「株式 会

　 社立 学校の 制度設計をめ ぐ る政 策過 程」荒井克弘編 『市場化時代 に お ける

　 大学法人 の 研究一 経営ユ ニ ッ トと し て の 法人 組織の 連携 ・統合 ・解体』独

　 立行政法人大学入 試セ ン タ ー
，
2013年

（8 ）ニ ッ タ は こ の 種 の トレ ン ドを次 の 論 文 で 再 検 討 して い る 。 Nitta，　K．　A，

　 Revisiting　Po豆itics　of　Structural　Education　Reform
，
　International　Relation

　 Committee　of 　the　Japan　Educationa互Administration　Society，　Re　thinking　the

　 GIObal　TrendS　Of 　EduCatiOn　GOVernanCe　Refbrms’　Experiences　over 　the　PaSt

　 Few 　Decades　in　Four σ0・η加 腐 lnternational　Symposium　Supported　by　the

　 Jap・η Ed ・σa 亡f・ηa1 　A 面 幡 亡ra 伽 5 ・c∫θ妙 a η d　the　K ・r θaη 5 ・ciely 　for　the

　 Studies　of 　Educa 　tional　A （lministration， 12th　October　2013．

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



Japan Academic Society for Educational Policy

NII-Electronic Library Service

Japar ユ Academlc 　Soclety 　for 　Educatlonal 　Pollcy

内外の 教育政策研究動向2013／ 国内の教 育政策研 究動向
一 205

（9 ）OECD 教育研究革新 セ ン ター編 『教育 とエ ビデ ン ス ー研 究 と政策の 協同に

　 向けて 』明石書店 ， 201◎年 、 国立教育政策研究所編 『教育研 究 と エ ビデ ン

　 ス ー国際的動向 とH本の 現状 と課題墨明石書店 ，
2012年、D．ブ リ ッ ジ他

　 『エ ビデ ン ス に基づ く教育政策』勁草書房
，
2013年 。 政策情報の ア ーカ イブ

　 の 試み の
一 つ と しで 、 拙稿 『教育政策オ ー ラ ル ・ヒス トリー一 教育改革と

　 文部科学省』、 『教育政策 オー ラル ・ヒ ス トリー一 教育改革 と教育 団体 ・マ

　 ス メ デ ィ ア 蠡 紹 本学術振興会科学研究費助 成事業成果報告書〉信弼大学 ，

　 2014年 を参照 されたい
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（信州大学）

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　


